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1. 研究背景と目的
Krugmanの Core-Peripheryモデルは，集積について画期

的な結果をもたらした1)．この研究を端緒とし，一連の新

経済地理学モデルが開発され，集積現象の解明が進んでい

る．都市の代表的な幾何学的モデルである 1次元線形都市

モデル (図-1)に対する従来の研究では，13都市までの解析

しか行われていない。そこで本研究では，都市数を 101都

市まで増やすことで一様分布における人口の集積・分散挙

動を近似的に調べることとする．また，各種パラメータの

値を変化させ集積・分散にどのような影響が生じるのかを

分析する．解析には Krugmanモデルを拡張した Forslid2)モ

デル,Logitモデルを用い，計算分岐理論による分岐解析法
3)4)を多都市モデルに対して適用する．

1 2 3 4 n-1 n

図–1 線形都市モデル

2. 都市の集積・分散モデル
本研究で用いている Forslid2)モデルと Logitモデルについ

て簡単に紹介する．

(1) 一般均衡の枠組み

• 経済は，独占的競争が行われる工業部門と完全競争的
な農業部門の２つの部門からなる．工業品の輸送には

輸送費がかるが，農業品の輸送には輸送費はかからな

いこととする．

• 経済全体では工業労働者は µ，農業労働者は (1－µ)の

割合で存在する．他には，工業部門で働く High skilled

workerが µ/σ存在し，工業部門または労働部門で働く

Low skilled workerが (σ − µ)/σ存在する．
• High skilled worker は自身の効用を最大化するように

確率的に都市間を移動することができるが，Lowskilled

workerは移動不可能で，すべての都市に均等に分布し

ており，賃金 1である.

(2) Forslidの短期均衡モデル

消費者の効用最大化行動，生産者の利潤最大化行動，氷

塊輸送などの理論に基づき上記の仮定を用いると，都市 r

の High skilled workerの賃金 wM
r は次式で表される。

wM
r =

n∑
s=1

Ys(T M
rs )1−σ∑n

k=1 λk(T M
sk )1−σ (1)
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各変数の意味は下記のとおりである．

Yr :都市 rの取得

T M
rs :都市 rから都市 s間の輸送費

σ :任意の差別化された二つの財間の代替弾力性

(3) Logitモデル (確率的都市選択行動)

High skilled worker の都市選択行動を決定する要因を実

質賃金（間接効用）の大きさによると考え，都市 rにおけ

る実質賃金 ωr を High skilled workerの賃金 wM
r と工業品価

格指数Gr を用いて以下のように定義する．

ωr = σ
r(1 − µ)1−µwM

r G−µr (2)

しかし，実質賃金は完全に測定できない上，個人間のばら

つきもある．この実質賃金をランダムな確率的変数と考え，

都市 rにおける High skilled workerの人口シェアを

λr =
exp[θωr]∑n

s=1 exp[θωs]
(3)

と定義する．ここで，θは実質賃金に対する知覚誤差の分散

を表すパラメータであり，θ = 0のとき，Highskilled worker

の知覚する実質賃金はどの都市でも完全にランダムであり，

θ = ∞では，知覚する実質賃金は各都市ごとに測定可能な
実質賃金 ωr と一致する.

3. 解析結果
都市数を 101都市，パラメータ (µ,σ,θ)=(0.4,10,350)を基

準とし，µと θの値を種々に変化させて求めた集積・分散挙

動を図 2と図 3に示す。縦軸には分散 (s2)を用い以下のよ

うに表わされる。

s2 =

n∑
r=1

λr(x̄ − xr)
2dx (4)

x1 = −
1
2
，・・・，xr = −

1
2
+

r − 1
n − 1

，・・・，xn =
1
2

(5)

確率変数 xは中心都市からの距離，確率密度関数 λiは生産

能力が高い労働者の人口シェア λr (r = 1, . . . , n)である．

(1) パラメータ値（µ）の変化による影響

図 2は µ=0.2，0.4，0.6に対する解析結果である。ここ

で，µは工業品への支出割合を示すと同時に，経済全体に

おいての High skilled workerと Low skilled workerを合わせ
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図–2 µの変化による影響
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図–3 θの変化による影響

た工業労働者が示す割合を示している。図 2より µを大き

くすると曲線が右側にずれていくのがわかり，輸送費用 (τ)

の値が大きい段階で集積が起こり一極集中している幅も広

くなっている。つまり，µの変化は横軸の輸送費（τ）方向

へ影響が生じる。

(2) パラメータ値（θ）の変化による影響

図 3は θ=100，350，700に対する解析結果である。ここ

で，θは実質賃金に対する知覚誤差の分散を表す．図 3を見

ると，τ=0.02付近では θによって分散の極小値に差があり

θが大きいほうが分散値が小さくなっている．これは，θが

大きくなるにつれ効用の変化に敏感になり集積力が増すた

め一極集中に近付いていることが分かる．次に，図 4は 101

都市の人口分布を表す棒グラフである。この図を見ると，τ

の変化による集積の度合いの違いがわかり，τ=1.0から小さ

くなるにつれ人口最大都市が両端から中心へと近づいてく

ることがわかる．しかし，再分散では周辺都市へ徐々に人

口が外側の都市へと流れていき，人口が一様分布へと近づ

いていく．この現象はどの µの値に対しても同じ傾向が見

られた．

また，実質賃金が完全に測定可能な場合（θ=∞）の近似
として，θ=10000解析を行った．図 5は θ=10000の人口分

布図であり，図 4と比較する．まず，τ=0.08の時の人口が

集積している所を見ると，θ=350では 2箇所，θ=750では

4箇所，θ=10000では 5箇所と増え，都市の人口最大値も

増加している．次に，τ=0.08から τ=0.02へと輸送費が小

さくなる段階を見ると，θ=10000（図 5）の場合は都市数が

5→ 3→ 1と減っているので，離散的に人口が分布している

状態から中心都市へと一極集中したが，θが小さい場合（図

4）は連続的に両端から人口が集積してきて一極集中してい

る．これらのことは，θを大きくしたことで集積力が増し，

人口が増加傾向にある都市の集積力が広範囲に及ぶように

なったためと考えられる．しかし，再分散においてはどの

θであれ人口変化の傾向は同じであった．

図–4 パラメータ（θ）による比較
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図–5 パラメータ (θ=10000)の人口分布

4. 結論
本研究では１次元線形多都市モデルにおいてパラメータ

(µ,θ)を変化させることにより人口の集積・分散へどうのよ

うな影響を与えるかがわかった。この結果は都市数が少な

い場合と同じ傾向が見られ，都市数を増やしても比較が可

能であることがわかる。しかし，θ=10000としたときの人

口の変化は θの小さい場合と比較すると違う傾向が表れた

ので，θによる人口の集積・分散への影響はこれからも調べ

ていく必要がある。これらの 1次元線形多都市モデルの結

果をふまえ，2次元モデルの解析を行うことが今後の課題

である。
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